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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期
第３四半期
連結累計期間

第63期
第３四半期
連結累計期間

第62期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年12月31日

自平成30年４月１日
至平成30年12月31日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （千円） 47,950,863 60,416,671 67,849,915

経常利益 （千円） 1,961,592 3,402,363 3,010,400

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,352,348 2,448,689 2,147,779

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,742,520 2,230,428 2,469,797

純資産額 （千円） 18,504,979 20,867,592 19,232,257

総資産額 （千円） 35,104,809 41,323,630 38,014,163

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 118.04 213.74 187.47

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 52.7 50.1 50.6

 

回次
第62期
第３四半期
連結会計期間

第63期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

自平成30年10月１日
至平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 52.65 81.83

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、第１四半期連結会計期間より、非連結子会社であった明治電機商業（上海）有限公司及

びMeiji（Thailand）Co.,Ltd.を連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を行ってお

ります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①財政状態

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ3,309百万円増加し、41,323百万円となりま

した。主な要因は、流動資産が3,225百万円増加したことによるものであります。

　流動資産は、営業債権が1,925百万円増加したこと及びたな卸資産が1,157百万円増加したことを主因に、前連結

会計年度末に比べて3,225百万円増加し、36,261百万円となりました。

　固定資産は、有形固定資産が367百万円増加したこと、投資その他の資産が323百万円減少したことを主因に、前

連結会計年度末に比べて83百万円増加し、5,061百万円となりました。

　流動負債は、未払法人税等が173百万円減少したこと及び賞与引当金が273百万円減少したものの、営業債務が

411百万円増加したこと及び短期借入金が1,661百万円増加したことを主因に、前連結会計年度末に比べて1,792百

万円増加し、20,333百万円となりました。

　純資産額は、20,867百万円となり、自己資本比率は50.1％となりました。

 

②経営成績

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境や企業収益の改善などを背景に、引き続き緩

やかな回復が続きました。世界経済につきましては、緩やかな回復が続く中、米中貿易摩擦や英国のＥＵ離脱問題

などの影響から、景気の減速懸念が高まりつつある状況となっております。

　当社グループの主要ユーザーである自動車関連企業におきましては、国内外での自動車販売が堅調に推移する

中、設備投資や研究開発投資は依然として高い水準で実施されました。電気・電子・半導体関連企業におきまして

は、スマートフォン向けの販売に伸び悩みが見られるものの自動車や産業機器向けの需要は堅調であることから設

備投資の改善が継続しており、工作機械関連企業におきましては、貿易摩擦の影響から海外需要には減速感が見ら

れておりますが、国内需要は依然として堅調であるなど、総じて各ユーザーからの受注は好調に推移いたしまし

た。

　今後、各分野で一層の技術革新が想定される中、当社グループにおきましては、「次代に向けた経営基盤の強

化」を基本方針とした第９次中期経営計画（平成29年度～平成31年度）に基づき、エンジニアリング力の強化やグ

ローバルビジネスの拡大、コンポ販売の領域拡大、商材づくりなどに取り組んでまいりました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は60,416百万円（前年同四半期比26.0％増）、営業利益は3,219

百万円（前年同四半期比80.3％増）、経常利益は3,402百万円（前年同四半期比73.4％増）、親会社株主に帰属す

る四半期純利益は2,448百万円（前年同四半期比81.1％増）となりました。

　売上高の品目別内訳につきましては、次のとおりであります。なお、当社グループは主として制御機器、産業機

器、計測機器等の販売を営んでおり、事業区分としては単一セグメントであるため、品目別に記載しております。

（制御機器）

　制御機器は、当社グループの主力取扱商品で、主に自動車及び電気・電子・半導体、工作機械関連企業向けな

ど、全般に販売が増加したことから、売上高は19,015百万円（前年同四半期比15.6％増）となりました。

（産業機器）

　産業機器は、自動車及びセラミック関連企業向けの大型設備案件が増加し、売上高は20,455百万円（前年同四

半期比27.0％増）となりました。

（計測機器）

　計測機器は、自動車関連企業向けの販売が増加し、売上高は6,998百万円（前年同四半期比34.0％増）となり

ました。

（電源機器）

　電源機器は、自動車関連企業向けの大型設備案件が増加し、売上高は3,163百万円（前年同四半期比38.8％

増）となりました。
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（実装機器）

　実装機器は、自動車関連企業向けの大型設備案件が増加し、売上高は5,118百万円（前年同四半期比87.0％

増）となりました。

（その他）

　上記５品目以外においては、売上高は5,666百万円（前年同四半期比9.7％増）となりました。

 

(2) 経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループの主要顧客であります製造業の中で、販売先上位は自動車関連産業に属する企業であるため、自動

車業界の動向やそれらの企業の設備投資動向と密接な関係にあり、当社グループの経営成績に影響を与える可能性

があります。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年２月14日）

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 12,067,120 12,067,120 東京証券取引所　市場第一部 単元株式数100株

計 12,067,120 12,067,120 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年10月１日～

平成30年12月31日
－ 12,067,120 － 1,311,778 － 1,371,950

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成30年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　610,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　11,454,900 114,549 －

単元未満株式 普通株式 　　　1,520 － －

発行済株式総数 12,067,120 － －

総株主の議決権 － 114,549 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式76株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

明治電機工業株式会社
愛知県名古屋市中村区

亀島二丁目13番８号
610,700 － 610,700 5.06

計 － 610,700 － 610,700 5.06

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,134,998 3,196,462

受取手形及び売掛金 ※３ 20,866,079 ※３ 22,422,628

電子記録債権 ※３ 4,781,611 ※３ 5,150,092

商品及び製品 2,972,199 4,132,756

仕掛品 725,536 715,334

原材料及び貯蔵品 36,666 43,527

その他 546,480 636,266

貸倒引当金 △27,626 △35,206

流動資産合計 33,035,946 36,261,860

固定資産   

有形固定資産 2,040,784 2,408,661

無形固定資産 134,125 173,210

投資その他の資産 ※１ 2,803,308 ※１ 2,479,896

固定資産合計 4,978,217 5,061,769

資産合計 38,014,163 41,323,630

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 9,056,716 6,963,556

電子記録債務 5,570,647 8,075,017

短期借入金 1,200,000 2,861,877

未払法人税等 660,681 487,561

賞与引当金 523,080 249,293

役員賞与引当金 8,250 78,597

その他 1,521,141 1,617,280

流動負債合計 18,540,517 20,333,184

固定負債   

役員退職慰労引当金 3,550 3,550

その他 237,838 119,303

固定負債合計 241,388 122,853

負債合計 18,781,906 20,456,038

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,311,778 1,311,778

資本剰余金 1,371,950 1,371,950

利益剰余金 16,007,045 17,726,905

自己株式 △303,961 △303,961

株主資本合計 18,386,811 20,106,671

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,067,078 821,022

繰延ヘッジ損益 85 －

為替換算調整勘定 △71,425 △60,944

退職給付に係る調整累計額 △150,292 △144,754

その他の包括利益累計額合計 845,445 615,323

非支配株主持分 － 145,596

純資産合計 19,232,257 20,867,592

負債純資産合計 38,014,163 41,323,630
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 47,950,863 60,416,671

売上原価 41,323,827 51,934,892

売上総利益 6,627,035 8,481,778

販売費及び一般管理費 4,841,167 5,262,464

営業利益 1,785,868 3,219,313

営業外収益   

受取利息 1,675 2,929

受取配当金 38,696 48,874

仕入割引 117,727 143,617

為替差益 42,541 20,351

その他 17,670 33,025

営業外収益合計 218,311 248,798

営業外費用   

支払利息 2,100 15,132

売上割引 32,186 36,365

デリバティブ評価損 7,617 13,814

その他 682 436

営業外費用合計 42,587 65,749

経常利益 1,961,592 3,402,363

特別利益   

固定資産売却益 3,803 1,594

その他 － 42

特別利益合計 3,803 1,637

特別損失   

固定資産除却損 4 56

ゴルフ会員権評価損 798 －

その他 － 7

特別損失合計 802 64

税金等調整前四半期純利益 1,964,593 3,403,936

法人税等 612,245 943,385

四半期純利益 1,352,348 2,460,551

非支配株主に帰属する四半期純利益 － 11,861

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,352,348 2,448,689
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

四半期純利益 1,352,348 2,460,551

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 404,572 △246,055

繰延ヘッジ損益 332 △85

為替換算調整勘定 △18,378 10,481

退職給付に係る調整額 3,645 5,537

その他の包括利益合計 390,172 △230,122

四半期包括利益 1,742,520 2,230,428

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,742,520 2,218,567

非支配株主に係る四半期包括利益 － 11,861
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、前連結会計年度において非連結子会社であった明治電機商業（上海）有限公司

及びMeiji (Thailand) Co.,Ltd.は重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純損益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固

定負債の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

投資その他の資産 38,766千円 11,866千円

 

　２．偶発債務

　下記会社の銀行借入に対して債務保証を行っております。

 

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

明治電機商業（上海）有限公司 279,739千円 －千円

 

（注）　明治電機商業（上海）有限公司につきましては、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めたため、記

載しておりません。

 

※３．四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理をしており

ます。なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等

が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形 138,958千円 117,277千円

電子記録債権 11,914 17,925

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

減価償却費 107,612千円 138,765千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月31日

取締役会
普通株式 286,409 25.00 平成29年３月31日 平成29年６月６日 利益剰余金

平成29年10月30日

取締役会
普通株式 171,845 15.00 平成29年９月30日 平成29年11月27日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月31日

取締役会
普通株式 458,253 40.00 平成30年３月31日 平成30年６月５日 利益剰余金

平成30年10月30日

取締役会
普通株式 400,972 35.00 平成30年９月30日 平成30年11月26日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

　当社グループの事業は、制御機器、産業機器、計測機器等の販売及びこれらの付随業務の単一セグメントで

あるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 118.04円 213.74円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 1,352,348 2,448,689

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（千円）
1,352,348 2,448,689

普通株式の期中平均株式数（株） 11,456,363 11,456,344

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　平成30年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ) 配当金の総額………………………………………400,972千円

(ロ) １株当たりの金額…………………………………35円00銭

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成30年11月26日

（注）　平成30年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

明治電機工業株式会社(E02992)

四半期報告書

14/15



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月14日

明治電機工業株式会社

取締役会　御中

 

 有 限 責 任 あ ず さ 監 査 法 人 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　村　哲　也

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 金　原　正　英

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている明治電機工業株

式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から

平成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、明治電機工業株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　以　上

 

　（※）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

明治電機工業株式会社(E02992)

四半期報告書

15/15


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

